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1 ．はじめに
　本論は、欧州における自動車メーカーの動向
を踏まえたうえで、フランスを中心とした自動
車メーカーの製品アーキテクチャ戦略の動向と
展望について考察するものである。近年の欧州
【概　要】
　本論は、欧州における自動車メーカーの動向を踏まえたうえで、フランスを中心とした自動車メー
カーの製品アーキテクチャ戦略の動向と展望について考察するものである。自動車メーカーが推進す
る「プラットフォーム戦略」は 2010 年頃より新たなステージに移行したと考えられ、そこから、各
メーカーのアーキテクチャ設計の変化が見て取れる。
　各メーカーは、「共有を前提とした先行開発」と「新たなパワートレーン」への対応を織り込んだ
アーキテクチャ設計を求められており、その中で、どの程度の革新を実現するかに多様性が確認され
るのである。特に、電気自動車開発に対しては、既存設計の流用で対処する企業、電気自動車・内燃
機関自動車共用のアーキテクチャを設計する企業、完全に電気自動車に最適化された設計を行う企業
という風にパターンが分かれていた。
　その中でも、新規参入メーカーであるテスラ・モータースは「参照元が存在しない中でのアーキテ
クチャ設計」を行っており、そのアーキテクチャ的特性並びに開発スタイルがコンピュータに近いも
のであることが、元社員へのインタビューから明らかになった。
　現在は、「電気自動車が内燃機関自動車の延長線上にあるプロダクトなのか否か」という問いが市
場に対して突きつけられている。この中からドミナント・デザインが生まれ、新たなアーキテクチャ
に収斂していくのか否か、の継続的観察が望まれる。
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電気自動車　製品開発　アーキテクチャ　イノベーションのジレンマ　モジュール化
自動車産業における製品開発プロセスの変化
日欧の比較と電気自動車の影響の観点から
The Change of the Product Development Process in Automotive Industry
Japan-Europe Comparison and an Influence of Electric Vehicle Introduction
山梨学院大学現代ビジネス学部准教授　　東　　　秀　忠
　　山梨学院大学経営情報学部准教授　　黒　澤　壮　史
− 85 −
現代ビジネス研究
自動車メーカーは、フォルクスワーゲングルー
プのMQBやPSAグループのEMP2 、日産・ル
ノー連合のCMFといったように多様な商品セ
グメントで共有可能なプラットフォームを構築
して、複数の製品間で共有する流れがトレンド
となっている。このようなプラットフォーム開
発競争は欧州を中心に激化を見せているが、各
プラットフォーム間の差異や近年増えつつある
電気自動車専用のプラットフォームの在り方に
ついては十分に議論が尽くされているとはいえ
ない状況である。本研究では、製品アーキテク
チャの観点からこれらの問題について、インタ
ビュー調査と二次資料から考察する。
2 ．自動車産業における製品開発プロセ
スと「プラットフォーム戦略」の新
潮流i
　自動車の製品開発組織・プロセスに関する
先行研究として代表的なものとして、Clark＆
Fujimoto（ 1991 ）がある。同書では、日米欧
の自動車メーカーに対する調査を通じて開発生
産性・開発リードタイムに地域差が存在し、日
系自動車メーカーが優位に立っていることが指
摘された。そして、その理由としては有力な日
系自動車メーカーにおいて採用されている「重
量級プロダクトマネジャー」の仕組みや、「オ
ーバーラップ型開発」、そしてこれらの仕組み
を実現する基盤としての「幅広い業務分担」と
「緊密な連携調整」の存在が挙げられている。
　そして 1990 年代以降の自動車産業は、市場
の先鋭化と多様化が同時に進む一方で、環境面
・安全面など各種の制約条件が厳しくなるとい
う状況に直面し続けてきた。このため、自動車
メーカーは「複雑性の増大したプロダクトを多
品種開発する」ことが求められている。
　この課題に対するアプローチとしてこの 20
年間自動車産業において推進されてきたの
が「プラットフォーム戦略」であった。延岡
（ 1996 ）が指摘したように、複数の車種間で
基幹部品を共有した上で多様な車種を開発する
ために、自動車メーカーでは製品開発組織並び
にプロセスの再設計を行ったのである。
　その後を追う形で自動車メーカーは「モジュ
ール化」を推進することとなった。こちらは
MacDuffie（ 2013 ）が指摘しているとおり、
どちらかと言えば生産コストの低減を目指した
もので特にサプライヤーとの企業間関係の改革
を軸としたアプローチであった。
　そして、2010 年頃から起こっている新たな
動きが、目代・岩城（ 2013 ）が「新プラット
フォーム／モジュール戦略」と名付けたアプ
ローチである。これは、各社によって「MQB
（VW）」や「CMF（ルノー・日産）」、「コモン
アーキテクチャ（マツダ）」「TNGA（トヨタ自
動車）」などと称されている体制であるが、い
ずれも製品開発に際して事前に「複数車種間で
の共有を前提とした設計」を行うことや、「車
両をいくつかのパートに分けてそれぞれのパー
トを組み合わせることによって複数の車種開発
を実現すること」などが特徴としてあげられる。
　自動車メーカー各社が近年導入している新
たな製品開発プロセスについては目代・岩
城（ 2013 ）が詳しい。本節では、目代・岩
城（ 2013 ）が紹介しているVWグループの
「MQB」、トヨタの「TNGA」、ルノー・日産の
「CMF」について改めて説明をした上で、その
特徴を検討する。さらには、欧州自動車メーカ
ーの動向として、PSAの「EMP2 」について
も概観する。
2.1 ．VWグループの「MQB」
　VWグループは、2012 年に欧州で発売され
た「アウディA3 」を皮切りに、B〜Dセグメ
ントの車両の基本コンポーネントを共有する
「MQB（Modularen Querbaukasten）」を導入し
ている。これは、VWグループの自動車の「あ
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るべき姿」に基づいて「デザイン・ルール」と
「ビークル・アーキテクチャー」を設定し、そ
れに従って設計された「モジュール」を組み合
わせることで車両の主要部分を構成するという
方式である。
　この「MQB」においては「デザイン・ルール」
や「ビークル・アーキテクチャー」は各車両の
設計に対して優位に立っており、原則として車
両設計の担当者が「モジュール」の設計を変更
することは認められていない。
　「MQB」のコンセプトにおいては、パワー
トレーンもまた一つのモジュールと見做されて
いる。これには二つの側面があり、第一には自
動車を構成する一要素として、デザイン・ルー
ルとビークル・アーキテクチャーに従って設計
されなければならない、という点と、パワート
レーンそのものがモジュラーデザインとなって
いるという点である。一方で、デザイン・ルー
ルとビークル・アーキテクチャーに準拠してい
る限り、パワートレーンに採用する技術的ソリ
ューションに制約は無い。つまり、ガソリン
エンジンのみならず、ディーゼルエンジンや
LPG、メタノール、さらには電動モーターま
でも採用が可能となっているのである。実際に
VWは 2015 年中に、MQBを採用した「ゴルフ」
のラインナップに電気自動車の「e-GOLF」を
加え、発売する予定である。
2.2 ．ルノー・日産の「CMF」
　ルノー・日産グループが 2012 年に発表した
「CMF（Common Module Family）」は車両を 4
つの物理的な領域と一つの「電気・電子アーキ
テクチャ」の組み合わせと定義し、そのバリエ
図１：フォルクスワーゲンのMQB概念図
出典：日経Automotive Technology, 2012年7月号, p57図４
図2：ルノー・日産のCMF概念図
出典：http://www.nissan-global.com/JP/NEWS/2012/_STORY/120227-01-j.html
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ーションの組み合わせによって多様な車種を生
み出す方式である。「Big Module」と呼ばれる
4 つの物理的領域については、車種セグメント
毎の最適化を図ったバリエーションを設定する
ことにより、商品性向上とコスト削減の両立を
狙ったといえる。
　CMFにおけるBig Moduleはルノーと日産と
いう複数ブランドでの共有が前提とされてい
る。このため、両者の間で設計プロセスの「洗
い直し」が行われ、共通のプロセスに基づき
「Big Module」のパラメータが設定された。一
方ブランド・アイデンティティに影響を及ぼし
うる部分については、CMFの対象とはなって
いないということである。
　CMFは、ルノーだけでなく日産の車種との
共有も念頭に置いて設計されたプラットフォー
ムである。元々、ルノーと日産の間では良好な
関係性を反映して様々な協業が行われてきた
が、CMFに基づく製品開発によって、より関
係性が深まることが期待されている。その中で
も、顕著な成果の 1 つが開発スケジュール短縮
による製品開発の効率化であろう。個々の車種
においてプラットフォームの設計する必要がな
くなったため、開発期間が短縮する。一方で、
個々の車種に最適化されたプラットフォームで
はないことから、車種ごとの調整が製品開発に
おいて重要な要素となるであろう。
2.3 ．トヨタの「TNGA」
　トヨタが 2012 年に発表した「TNGA (Toyota 
New Global Architecture)」は、製品開発組織
の再編と、幅広い車種を対象とした標準化・共
通化の推進を行う取り組みである。具体的には
チーフエンジニアの権限を強化し、その管轄対
象を「車種群」とする「グルーピング開発」を
実施することで車種群内での部品共通化・標準
化を推進することを狙う。各種リリースでは、
ラジエータのバリエーションを現在の 5 分の 1
にするなどの目標が示されている。
2.4 ．PSAの「EMP2 」
　フランスのPSAは 2013 年に新プラットフォ
ームとして「EMP2 」を開発し、同社のCセグ
メントを中心としたモデルで採用すると発表し
た。EMP2 の特徴は、フロントフロア部分を「固
定」即ち車種間で共通化した上で、リアフロア
やパワートレーン、車載システムなどを「プラ
グアンドプレイモジュール」として「組み合わ
せ」で自動車を構成する、というコンセプトで
ある。この方式を通じて、低コストで多様な車
種を開発・生産できる体制を構築することが狙
いとなっている。
　PSAがこのEMP2 を導入した事情としては、
社内でのプラットフォーム数の増大が挙げら
れる。EMP2 導入前のPSAにはPF1 ，PF2 ，
PF3 の三つのプラットフォームが存在し、そ
れぞれがB〜Cセグメント、C〜Dセグメント、
D〜Eセグメントの車両に用いられていた。し
かしながら、Dセグメントの車両であるシトロ
エン・C5 がPF3 で開発されている一方で、同
じDセグメントの車両であるシトロエン・DS5
はPF2 で開発されるなど、プラットフォーム
同士の「共食い」とでもいうべき非効率が発生
していたのである。
　この非効率な状況は、生産システムにとって
もコスト増の原因となる。なぜなら、各地の工
場は原則としてプラットフォームごとに専門化
しており、それぞれのプラットフォームの車種
の売れ行きによって稼働率が変動してしまうた
めだ。柔軟な生産設備を持っていたり、共通プ
ラットフォームが構築されていたりすれば、こ
のような場合別の工場に生産を振り向ける「ス
イング生産」によって稼働率のコントロールが
できるが、それができないのである。
　このため、PSAではEMP2 を「生産システ
ムの改革」のトリガーにすることを狙ってい
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るのである。共通化された生産設備の導入と
EMP2 の導入を推進することによって、多様
な車種を売れ行きに応じて各地の工場で分担し
て生産できる体制を構築しようとしているので
ある。また、EMP2 を導入することにより、
各地域の実情に合った車種を迅速に開発・生産
することが可能になる。共通部分とプラグアン
ドプレイモジュールの組み合わせを地域の実情
に適合させることで、収益性の高い車種を低コ
スト・短リードタイムで開発できるようになる
のである。
　実際にPSAはこのEMP2 を活用した車種と
してプジョー 308 、シトロエンC4 ピカソ、シ
トロエングランドC4 ピカソを 2014 年までに
発売している。これらはすべてリアのフロアと
サスペンションの組み合わせが異なるのである。
2.5 ．自動車メーカー各社による新プラットフ
ォーム戦略とそれに関連するイシュー
　本節で提示したのはあくまで一例であるが、
自動車メーカー各社が、多様な車種を効率よく
開発・生産するために新たな段階のプラットフ
ォーム戦略を実行していることが示唆される。
これまでのプラットフォーム戦略が、既存製品
からの設計流用に近いものであったのに比べ、
新プラットフォーム戦略は製品開発の前段階に
おいて複数車種間での共用を前提とした部品群
の先行開発へとそのステージを移しつつあるの
である。
　そして、この変化は、自動車メーカーにとっ
て「アーキテクチャ設計」に関する新たなイシ
ューを生み出している。ここでいう「アーキテ
クチャ」とは、製品設計の基本構想のことを指
し、それは製品の構成要素に関する、機能・構
造の相互依存関係のあり方と言い換えることが
できる。つまり、当該製品がどのような機能を
実現するのか、そして、その実現すべき機能を
部品に対してどのように割り振るのか、さらに
は、部品同士がどのように連結されるのか、と
いったことを指すのである。
　端的に言えば、自動車の製品開発において
「アーキテクチャ設計」の比重が高まっている
図：の概念図
出典：


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ということである。中長期的に当該企業が開発
することになる商品群を適切にカバーし、開発
と生産の負荷を軽減するようなアーキテクチャ
とそれに基づく部品・商品の開発をすることが
求められている。
　そして、新プラットフォーム戦略に基づいた
アーキテクチャ設計を行う際に検討されなけれ
ばならないのが、「車種のすみ分け」や、「パワ
ートレーンの選択」である。プラットフォーム
を共有する車種群における製品間のすみ分けの
問題は、今後の欧州自動車メーカーの競争にお
いて重要な意味を持つことになることが推測さ
れる。EMP2 やCMFは多様な製品間で共有さ
れることが想定されることから、通常は個別の
プラットフォーム以上に開発コストを投入して
おり、安価な車種群に限れば、変動費に関して
も今まで以上にコストをかけた品質になること
が十分に考えられる。こうした前提を論理的に
支えるのは、多品種の製品展開という製品戦略
が経営上の成果に結び付くか否か、という点に
見出すことができるだろう。
　製品開発プロセスを効率化できるというメリ
ットは、多品種展開を想定する際に最も効果が
出るアプローチであり、逆に製品展開のバラエ
ティが少なければ、その意味が低減することに
なる。そして、製品バラエティを拡大するため
に必要なのは、拡大した製品バラエティがそれ
ぞれ適切な売上規模を確保できるか、という点
である。
　また、製品のバラエティが増えるということ
は、それだけ製品毎の個性を持たせる必要があ
る。そして、それは同時進行する製品プロジェ
クト間の調整を更に拡大する可能性を孕むもの
である。この点を考慮すると、プラットフォー
ム共有化は、技術選択という観点からは製品開
発を効率化する一方で、製品プロジェクト間の
調整業務が増大する恐れがある。この調整が機
能しなければ製品間の住み分けが曖昧になるリ
スクが存在するが、調整にコストを投入しすぎ
るということになれば、製品開発プロセスの効
率化という主たる目的の成果を得づらくなって
しまう、というジレンマが存在するのである。
　同時に、これら新プラットフォーム戦略を採
用している企業の多くが複数ブランドを保有
し、ブランド間でのプラットフォーム共用を行
っていることも課題となる。ブランド間の差別
化と、共有化を通じたコスト節減を両立するた
めの戦略が求められている。
3：電気自動車と自動車のアーキテクチ
ャ設計
　もう 1 つの重要なトレンドが、電気自動車
の動向である。現在市販されている電気自動車
には、完全な専用設計に近いモデルから既存モ
デルのパワートレーンを交換しただけに近いモ
デルまで、多様なアーキテクチャが存在してい
る。専用設計で電気自動車を開発した場合、最
適化が進む一方で、開発コストや生産コストは
跳ね上がることになる。
　象徴的なのは、内燃機関において主要部品で
あったエンジン並びにその補機類がモーターに
置き換えられたことである。エンジンとモータ
ーの特性に関する最も大きな違いは発熱量であ
る。エンジンはその特性上冷却システムの占め
る部分が大きくなる一方、発熱量が小さいモー
ターは、パワートレーンをコンパクトにまとめ
ることができる。この特徴を反映して、電気自
動車では必ずしも内燃機関のような広いエンジ
ンルームを必要としない。このため、エンジン
ルームのサイズと内燃機関の重量という制約
条件を抜きにして空力や居住性、衝突安全性能
などを最適化する設計が可能となるのである。
一方で、内燃機関自動車との共用を前提とした
アーキテクチャ設計を行う際には、開発・生産
コストを節減して相対的に廉価に販売できる一
方、専用設計の場合と同程度の最適化を行うこ
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とは難しく、車両重量や航続距離の面で不利を
被る可能性がある。
　電気自動車を開発・生産・販売する企業は、
前述のようなトレードオフをどのように処理す
るかの意思決定が求められている。換言すれ
ば、その商品としての概念を如何に定義する
か、すなわち電気自動車のアーキテクチャ設計
をどうするか、が経営戦略上大きなカギを握る
こととなる。
　既存の内燃機関自動車メーカーは、多くの場
合電気自動車のアーキテクチャを内燃機関自動
車の延長線上で設計している。特に、2010 年
前後に発売された初期のモデル、（三菱i-MiEV
や日産・リーフ）などは、多くの設計・部品を
既存の内燃機関自動車から流用していた。つま
り、内燃機関自動車のパワートレーンを変更し
た存在として設計されていたのである。
　このようなアーキテクチャ設計を行う狙い
は、参入に要するリードタイムを短縮するため
に製品開発プロセスを省略することや、生産設
備への新規投資を節減することを通じて販売台
数の見込みが不明瞭な新製品の生産コストをで
きる限り節約することにある。
　一方、電気自動車をこれまでの内燃機関自動
車とは一線を画すものとして設計するケースも
ある。例えばBMWのi3 は、同社の既存モデル
とはそのアーキテクチャを共有していない。既
存モデルは基本的に鋼板溶接モノコック構造で
フロントにパワートレーンを置く、というアー
キテクチャを採用しているが、i3 はアルミニ
ウム製の「ドライブ・モジュール」とCFRP製
の「ライフ・モジュール」を組み合わせた構造
を採用しており、パワートレーンはリアに置か
れている。電池とパワートレーンをすべてドラ
イブ・モジュールに集約するとともに、CFRP
を多用することで軽量化を行っているのである。
　また、新規参入企業であるテスラ・モーター
スの「モデルS」はアルミニウムを多用したボ
ディ構造に加え、電池をアルミニウムで挟み込
んだ構造物をフロアとすることによってボディ
剛性を確保している。
　これらの企業に共通しているのは、電気自動
車を既存の内燃機関自動車を前提としたアーキ
テクチャの中で最適化することは困難であると
いう認識である。また、テスラ・モータースに
ついては完全に新規参入企業であるため、そも
そも参照できる既存のアーキテクチャが存在し
ない。このため、制約無く新たなアーキテクチ
ャを探求できる、という利点がある一方、それ
が成功するか否か、という点については不確実
性が非常に高いことになる。
　また、BMWのケースのように、既存の自動
車メーカーが全く新しいアーキテクチャで電
気自動車を設計するという活動の裏側には、
Christensen（ 2001 ）が指摘する「イノベーシ
ョンのジレンマ」に対して既存企業がどのよう
に対処すべきか、という点で示唆が多いと考え
られ、今後の調査研究が待たれる。
4 ．テスラ・モータースにおける電気自
動車「モデルS」の開発とそのプロ
セスの事例ii
　ここで、「参照元がない新規参入企業による
アーキテクチャ設計」の事例として、テスラ・
モータースにおける「モデルS」の開発とその
プロセスに関する事例を、同社元社員へのイン
タビューを元に紹介する。
　テスラ・モータースは、オンライン決済サイ
トのPayPalや民間宇宙輸送ベンチャーであるX
スペース社を創業したイーロン・マスク氏がオ
ーナーを務める電気自動車ベンチャー企業であ
る。
　同社が 2 車種目のモデルとして 2012 年 6 月
にアメリカで発売したのが「テスラ・モデルS」
である。このモデルはサイズ、クラス的にはい
わゆるEセグメントの車種（メルセデス・ベン
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ツEクラス、BMW5 シリーズ、アウディA6 シ
リーズなど）に分類される 4 ドアセダンであ
る。乗車定員は大人 5 名で、リアのラゲッジス
ペースに設置された補助シートを使えばさらに
子供を 2 名乗せることができる。
　このようなパッケージングが可能になったの
は、四隅を大型アルミニウムダイキャストで、
四辺をアルミニウムの構造部材で強固に囲った
リチウムイオン電池をフロアとして活用し、コ
ンパクトにまとめたモーターを後輪車軸上に設
置する、という方式を採用したことによる。ほ
ぼすべての重量物がホイールベース間の低い部
分に設置されることとなったため、車両の運動
性能やボディ剛性、そして衝突安全性能を高い
水準で実現できるのである。
　このシャシーを実現する際に最も難しかった
のが、四隅の大型アルミニウムダイキャスト部
品の製造と、構造部材の接合である。ダイキャ
スト部品についてはあるドイツの企業しか生産
できない物であったが歩留まりが悪かったた
め、最終的にはテスラ・モータースが買収して
内製部品とした。構造部材の接合技術は接着剤
を主として採用したが、これは同じくアルミニ
ウムボディの開発・生産に関する経験の多い自
動車メーカー出身の技術者が中心となって課題
を解決した。
　インタビューを行ったPhilippe Chain氏は、
ルノーに 20 年間勤めていたエンジニアで、
2011 年 9 月から 2012 年 12 月まで、テスラ・
モータースにおいて認証取得、品質管理、衝突
安全領域を担当していた。アルミニウムは鉄と
違い弾性変形をしないため、シミュレーション
が難しかった。また、量産車種として繰り返し
生産を行う場合の部品・組み立ての精度が衝突
安全性能のばらつきに影響を与えるため、設計
変更が繰り返されたという。
　テスラ・モータースは前述の通り新規参入企
業であり、社内には参照できるプロジェクトや
モデルが存在していない。同社の第 1 号モデル
はテスラ・ロードスターであるが、車両の形式
やアーキテクチャは大きく異なる。最大の違い
は、ロードスターがバッテリーを運転席後方に
設置しているのに対し、モデルSではバッテリ
ーそのものをフロアの一部として設置している
点である。
　このため、開発の基本方針とそのためのプロ
ジェクト推進の方向性は「これまでにないベス
トな自動車を、正しい技術的解の束で実現す
る」というシンプルな物であった。しかし、当
初の発売予定であった 2010 年になっても市販
できるレベルには達しておらず、プロジェクト
を取り仕切っていたエンジニアが同社を去っ
たため、2012 年 1 月以降はイーロン・マスク
CEOが直接指揮を執る形となった。
　同社における「ベストな自動車」の定義は、
大別して二つの領域から構成される。一つには
性能レベル、もう一つはユニークなフィーチャ
ーである。これらを通じて、これまでに無いユ
ーザー体験を提供することが目標であった。例
えばドアハンドルは手をかざすと自動的にせり
出してくる。Chain氏は、ユーザーからすれば
良い体験かもしれないが、多くの自動車メーカ
ーのエンジニアは「ドアハンドルなんて誰が気
にするんだ？」という感覚に襲われるだろう、
とコメントしている。
　イーロン・マスク氏が元々コンピュータサイ
エンス領域出身の人物であることも影響して
か、テスラの開発する車両はコンピュータに近
いアーキテクチャを持っている、とChain氏は
コメントしている。コンセプトは「車輪のつい
たiPad」で、コアユニットはパワートレーンで
はなくセンターの車載コンピュータユニットと
されている。コンピュータにおける「ファーム
ウェア」の思想に基づき、センターユニットが
パワートレーンやその他のシステムの挙動を制
御するのである。
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　そして、搭載されるユニークなフィーチャー
の数が非常に多くなっている。実際にはコンピ
ュータとは異なり、一つ一つのフィーチャーの
実装や構築、相互依存の調整が発生するので非
常に複雑なシステムとなり、当初企画していた
機能の多くはキャンセルされたという。
　このように、テスラ・モデルSは既存自動車
メーカーとは大きく異なる設計思想と開発スタ
イルによって実現した製品である。そして、
Chain氏によれば、その開発スタイルには明示
的なプロセスやルールが存在していなかった。
組織を秩序だって管理する、というよりもむし
ろ「合わない人間が去る」という淘汰のモデル
に近かった。そのような現場で求められた人材
は、「ベンチャーならではの明示的プロセスの
不在に適応していた人物」や、「テスラ・モー
タースのあり方を受け入れ、自身が変化するこ
とをいとわない人物」であった。リスクを積極
的に取りに行き、「何かすごい、新しいこと」
をやり続けることが求められたという。
5 ．まとめ
　これまでの議論を整理すると、以下の点が示
唆される。まず、自動車産業における製品開発
プロセスは現在大きな変化の中にあり、各社が
「モジュラー化」ならびに「プラットフォーム」
をコンセプトとした革新を進めていることが明
らかとなった。そして、この新プラットフォー
ム戦略が、電気自動車を含むドメインで検討さ
れているケースと、電気自動車を既存の内燃機
関自動車とは非連続的な存在として取り扱うケ
ースに分かれるということが指摘された。
　特に、新規参入企業であるテスラ・モーター
スは、「参照元の不在」という状況のなか、自
動車メーカー各社からエンジニアを引き抜き、
イーロン・ムスクという強大なリーダーシップ
を発揮するCEOのもと、「最善」たり得る選択
肢を積み重ねていくというアプローチで電気自
動車の開発を達成したのである。この事実は、
既存の内燃機関自動車メーカーにとって大きな
意義を持つ物と考えられる。なぜなら、既存メ
ーカーにとっては、電気自動車が内燃機関自動
車と「連続的」なプロダクトなのか、「非連続的」
なプロダクトなのか、ということを顧客に問い
かける出来事だからだ。
　自動車はその発明後、T型フォードというド
ミナント・デザインが登場して以来、そのアー
キテクチャは部分的にしか変化してこなかっ
た。そして、現在生産・販売されているほぼす
べての自動車は、このドミナント・デザインか
らの派生物に他ならない。そこに、電気自動車
というイノベーションがその産業の内外から影
響を与えつつあるということが見て取れる。
　実際には「電気自動車」というイノベーショ
ンそのものに新規性があるわけではない。T型
フォードというドミナント・デザインが誕生す
る前、動力源の選択競争が起こっていた時期に
はガソリンエンジンのライバルとして、電気動
力が選択肢に上っていたのである。また、第二
次世界大戦後の日本においては、鉛の余剰とガ
ソリン不足から、鉛蓄電池を用いた電気自動車
が実際に市販されていた。その後の朝鮮戦争の
勃発による特需とGHQの政策変更により鉛の
供給が逼迫し、一方でガソリンが市場に放出さ
れた。このため、日本における電気自動車の開
アーキテクチャ
共用
専用
アーキテクチャ
既存企業
三菱自（i-MiEV）
日産（リーフ）
ルノー（ZOE）
VW（e-GOLF）
BMW（i3）
新規参入企業 該当なし
テスラ
（モデルS）
図 4：各社の電気自動車に対するアプローチの
分類：アーキテクチャの観点から
出典：筆者作成
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発・生産・販売の歴史はいったん途絶えたので
ある。iii
　すなわち、自動車のパワートレーンとして長
期的に支配的地位を占める技術は何なのか、と
いう競争が再び起こりつつあるのである。電気
自動車のみならず、燃料電池やその他のエネル
ギーソースが主力となる可能性も大いにある。
　実際にトヨタ自動車は 2014 年に市販型燃料
電池自動車「ミライ」を発売した。iv その上で
同社は燃料電池技術関連の特許を無償開示する
ことを通じて燃料電池自動車と水素エネルギー
インフラの普及を推進しようとしている。一方
で同社によれば、この燃料電池自動車は駆動用
モーターなどについてハイブリッド車で培った
技術をコアとして、それを応用した形で採用し
ている。v つまり、トヨタにとってはある部分
において既存のモデルの延長線上の存在として
開発されているのだ。
　これらの事実は、製品アーキテクチャに関す
る議論にとって、示唆に富んだ物であるといえ
る。技術競争下において、一見同じと解釈でき
るプロダクトが多様なアーキテクチャを採用し
て実現されており、それは各主体が置かれた状
況の違いと設計者の意志に基づいている、とい
う現象が発生しているのである。
　Abernathy（ 1978 ）などの既存研究におい
てはこのような状態を“流動的状態”と定義
し、ドミナント・デザインの誕生とともにその
製品アーキテクチャは固定化していくとされて
きた。しかしながら、今後の各自動車メーカー
の行動次第では、21 世紀における自動車のア
ーキテクチャは一つのドミナント・デザインに
収斂しない可能性もある。vi 今後も、自動車産
業におけるパワートレーン技術とプラットフォ
ーム戦略に関する観察と分析を継続的に続けて
いくことを通じて、イノベーションと組織のマ
ネジメントに関する大きな示唆が得られること
を確信している。
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